
平成 21 年（2009 年）６月那覇市議会定例会

代表質問発言通告書（１日目）

平成 21 年６月５日（金）
自民･無所属連合 80分

割当時間(答弁を除く)

公 明 党 35分

順

位

氏 名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

１ 亀 島 賢 優

(自民・無所属

連合)

１ ごみ処理の

広域化につい

て

２ 那覇市の総

合交通体系に

ついて

３ 定額給付金

・子育て応援

特別手当につ

いて

４ 渇水対策に

ついて

離島村を含め、ごみは広域的に処理すべきでは

ないのか

(１) 本市における交通対策のこれまでの取り

組みについて

(２) ＬＲＴ等の導入も含め、今後の交通対策の

取り組みについて

(１) 支給事務の進捗状況と今後の支給見通し

について

(２) 市民からの問い合わせ、苦情などの内容と

その対応について

(３) ＤＶ被害者への支給について

(４) ホームレスへの支給について

(５) 経済効果については、どう考えているか

(１) 最近の県内の水事情について

(２) 今回の水事情（渇水状況）に対して県及び

本市としてどのような対応をしているのか、

また今後どのように対応するのか

(３) 那覇市民が節水した場合、上下水道事業会

計にどのような影響を与えるか



順

位

氏 名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

(４) ダムの貯水率は何％ぐらいから断水に入

るのか

(５) 入域観光客が増えてホテルも多くなって

きている中で県内の今後の水事情は大丈夫

か

(６) 今後の水資源の有効利用の考え方を伺う

(１) 平成20年度の決算状況とその決算の結果

に至った主な要因について

(２) 地方独立行政法人移行に当たっては、本会

議においても、不採算医療の切捨てや職員の

勤務条件の悪化に繋がるのではないか等の

不安や心配が指摘されていたが、これらの状

況について伺う

① 法人への移行後、不採算医療の切捨てや

診療科の縮小等があったか

② 医師、看護師及びその他の医療職員の人

材確保はどうなっているか

③ 病院の医師の勤務条件の劣悪さについ

て、メディアなどで取りざたされている

が、市立病院においては、どのような改善

を進めているか

５ 那覇市立病

院の地方独立

行政法人化後

の運営状況に

ついて

【答弁を求める者】

市長、副市長、水道事業管理者、関係部長



代表質問（１日目） 平成 21 年６月５日(金)

順

位

氏 名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

現在の対策と今後の見通し及び対応について

伺う

(１) 観光の現状と誘客運動の取り組みについ

て伺う

(２) 観光産業に対する緊急的支援について伺

う

(１) 緊急雇用創出事業及びふるさと雇用再生

特別交付金の活用状況と効果について

(２) 戦後処理、平和行政の一環として真嘉比地

区での遺骨収集に緊急雇用創出事業適用の

可能性について伺う

緊急保証制度の実績と課題、今後の見通しにつ

いて伺う

2010年インターハイ開催に向けての準備状況に

ついて伺う

(１) 国保の現状と課題について伺う

(２) 国保の繰上充用の必要性について伺う

保存修理に係る経過、今後の予定及び課題につ

いて伺う

２ 仲 松 寛

(自民・無所属

連合)

１ 新型インフ

ルエンザにつ

いて

２ 観光振興に

ついて

３ 緊急雇用創

出事業及びふ

るさと雇用再

生特別交付金

について

４ 緊急保証制

度について

５ 教育行政に

ついて

６ 国保行政に

ついて

７ 国指定重要

文化財「新垣家

住宅」保存修理

について

【答弁を求める者】

市長、副市長、教育長、関係部長



代表質問（１日目） 平成 21 年６月５日(金)

順

位

氏 名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

市長の語る「なは市民大学」について

(１) 目的と内容

(２) 現在までの実績

(３) これからの課題、方向性

(１) 久場川市営住宅活用用地について

① 公募について

② 売却価格について

③ 事業提案と審査について

(２) 新庁舎建設事業について

① 現在の作業状況について

② 今後、新庁舎計画をどのように進めてい

くのか

沖縄都市モノレールの利用状況と延長調査に

ついて

(１) 現在の利用状況と利用者増への取り組み

(２) 延長調査の現状と今後のスケジュール

緑のカーテン推進事業について

(１) 事業目的と概要

(２) 平成20年度の実績と今年の取り組み状況

(３) 第２回全国緑のカーテンフォーラムの成

果

那覇学校給食センターの現状と今後の方向性

(１) これまでの経過と現状

(２) 今後の実施計画

３ 高 良 正 幸

(自民・無所属

連合)

１ なは市民大

学について

２ 建設行政に

ついて

３ 都市計画行

政について

４ 環境行政に

ついて

５ 教育行政に

ついて

【答弁を求める者】

市長、副市長、教育長、関係部長



代表質問（１日目） 平成 21 年６月５日(金)

順

位

氏 名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

(１) 平成 20 年６月の地球温暖化対策推進法の

改正により、地域のＣＯ2 削減計画が義務付

けられたが、本市の取り組みについて伺う

(２) 地域の活性化と低炭素・エコ化の同時推進

について伺う

(３) 地球温暖化対策の推進について

(４) アスベスト廃棄物の処理の推進について

(５) ＰＣＢ廃棄物の処理の推進について

(１) 公立小中学校耐震化の現状調査と今後の

取り組みについて

(２) 公立小中学校への太陽光発電導入等とエ

コ改修について

(３) 公立小中学校のＩＣＴ環境の整備推進に

ついて

市民レベルでの地球温暖化対策の取り組みが

重要である。家電購入時の「エコポイント制度」

が導入されたが、その内容と効果について伺う

安心・安全の街づくりとして、夜間保安灯の設

置は重要である。本市の設置状況と今後の拡大に

ついて伺う

４ 大 浜 安 史

(公 明 党)

１ 地域グリー

ン・ニューデ

ィール基金に

ついて

２ スクール・

ニューディー

ル構想の推進

について

３ エコポイン

トの活用によ

るグリーン家

電普及促進事

業について

４ 地 域 活 性

化・経済危機

対策臨時交付

金について

【答弁を求める者】

市長、副市長、教育長、関係部長



代表質問（１日目） 平成 21 年６月５日(金)

順

位

氏 名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

(１) 女性のがん（乳がん：子宮頸がん）検診の

無料クーポン券について

① 無料クーポン券に対する本市の見解と

対応を伺う

② 対象者数を伺う

③ 実施にあたっての課題とその対応を伺

う

④ 市民への周知をどう図るのか伺う

(２) 県内における骨髄移植の現状と課題につ

いての認識を伺う

(１) 特定不妊治療について

不妊治療の現状と今回の拡充の内容を伺う

(２) 女性専門外来の設置について

① 本県及び本市の現状を伺う

② 市立病院への設置要望が出来ないか伺

う

(１) 母子家庭への支援策拡充について

① 拡充された内容を伺う

② 対象者への周知をどう図るか伺う

(２) 父子家庭への所得制限を設けての経済支

援について、本市の見解を伺う

(３) 医療費補助について、経済対策支援として

一時貸付など検討できないか伺う

５ 大 浜 美早江

(公 明 党)

１ がん対策に

ついて

２ 医療施策に

ついて

３ ひとり親家

庭支援につい

て

【答弁を求める者】

市長、副市長、関係部長



代表質問（１日目） 平成 21 年６月５日(金)

順

位

氏 名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

６ 桑 江 豊

(公 明 党)

１ 教育行政に

ついて

２ 雇用行政に

ついて

３ 定額給付金

・子育て応援

特別手当につ

いて

４ 経済対策に

ついて

「子ども理解のための指導・支援カルテ」につ

いて以下伺う

(１) 「カルテ」活用の経緯と内容

(２) 「カルテ」の意義と運用上のメリット・デ

メリット

(３) 今回の一連の西原町と沖縄県の対応に対

する教育長の所見

(１) 「地域若者サポートステーションなは」に

ついて伺う

① 開設に至る経緯

② 事業の概要

③ 本市の支援体制

(２) 「訓練期間中の生活保障給付制度」（技能

者育成資金制度）について

① 拡充された制度の概要

② 県内での制度利用方法

(１) 本市の対象世帯数・申請書の発送数、申請

受付件数（率）、振込件数

(２) 相談窓口での内容（主なもの）

(３) 「窓口現金受領方式」の状況

国の補正予算「地域活性化・経済危機対策臨時

交付金」について伺う

(１) 概要

(２) 総額及び沖縄県と那覇市への配分金額

(３) 事業計画策定へ向けての行程



順

位

氏 名

(会 派 名 )
発 言 事 項 発 言 要 旨

公共工事の最低制限価格の引き上げについて

伺う

(１) 今回の県の対応

(２) 県の対応を踏まえた本市としての対応

５ 建設行政に

ついて

【答弁を求める者】

市長、副市長、教育長、関係部長


